






Actions of Local Agricultural Cooperative（JA） in Nagano Prefecture





























































ている。総務省によると、2014 年 9 月現在、日
本の総人口は約 1 億 2707 万人で、全人口に 65 歳
以上の高齢者が占める割合は約 25.9％である。一
方、農業就業人口注1 のうち、基幹的農業従事者注2
数は、2010 年は 205.1 万人であったが、2011 年
には 186.2 万人、2013 年には 174.2 万人、2014 年
には 167.9 万人と減少し、その中で 65 歳以上の














％の人たち（その約 60％が 65 歳以上の高齢者）
によって支えられているという状況である。






減少が進み、2012 年には 456 万 ha と、約 153 万
ha も減少している（図 3）。そして、2011 年、日






地注3 も増え続け、1990 年以降増加に転じて 2010
年には 39.6 万 ha となっている。これは 1990 年

































ーランドが 2 国間 FTA 交渉を始め、2000 年 11
月 14 日にニュージーランドとシンガポールが
2 国間 FTA を締結することで、3 国間の CEP




ランド、シンガポールの 3 国間の地域 FTA 締結
のための交渉が 2003 年から 2005 年にかけて 4 回
行われ、ブルネイは第 2 次交渉からオブザーバー
として参加し、2005 年 4 月からは公式交渉に参
加した。ブルネイ、チリ、ニュージーランド、そ
してシンガポールの 4 カ国のそれぞれ貿易上の影
響の少ない国同士が 2005 年 6 月に協定（P4）に
署名し、2006 年 5 月 28 日に発効した注7。
当初、P4 参加国による協定は、経済規模が小
さい小国間の自由貿易で、ほとんど注目されなか







そして、2008 年 9 月、オーストラリアが TPP





政権注8 が TPP 交渉参加を再表明、2010 年ペルー





これにより TPP 交渉への参加国は 9 カ国になり、
その規模は総 GDP16 兆ドル、人口 5 億人規模と
なった。
日本においては、2011 年 11 月 11 日、野田首
相（当時）が TPP 交渉参加に向け、関係各国と
の協議を開始すると発表し、2011 年 11 月 12 日
に TPP 交渉参加国の首脳は APEC 開催のハワイ
で会合を開き、TPP 協定の「大まかな輪郭」に
ついて合意した。そして、同月、メキシコ（13
日）、カナダ（14 日）が TPP 交渉参加の可能性
について正式な協議をする意思を表明した。
そして、米国をはじめ 9ヵ国で構成される TPP
の交渉国は、2012 年 6 月 18 日にメキシコ、19 日
にカナダの交渉参加を正式に認めることになる。
2011 年 11 月のハワイで開催された APEC の会
合で、TPP の交渉は大枠合意に達し、今後一年
で最終妥結を目指すことを明らかにしたものの、





























































う。第 2 に、TPP は、日本にとって何のメリッ
トもないと断言している。TPP 交渉に参加して
いる国の経済規模の比率は、アメリカが約 70%、








































































しかしながら TPP 交渉では 2013 年 11 月 23 日、
日本を含む参加 12 カ国により合意に至っている。
第 3 に、TPP 離脱に対する訴訟リスクをあげ
ることができる。TPP 規定上、離脱はいつでも
可能とされているが、実際上はそう簡単な問題で

















の減少額と減少率を見ると、米（1 兆 100 億円、
34%減）、豚肉（4 千 600 億円、15%減）、牛肉（3
49
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千 600 億円、12%減）、牛乳・乳製品（2 千 900













水産業で約 3 万 9 千人の雇用が減少するととも
に、県内の全産業における雇用の減少は約 4 万
5 千人の雇用が減少する可能性があると試算し
た。2010 年の長野県就業者数は 1,091,038 人であ
り、試算による就業者数の減少率は県内全産業で






は 1,029 億円に上る。調査対象 52 品目の 2011 年
生産額は 2,613 億円となり、約 4 割が減少するこ
ととなる。政府が関税撤廃の例外化を目指す重
要品目のうち、米 267 億円の減（2011 年生産額
490 億円）、牛肉 48 億円の減（同 67 億円）、中で
も生乳は 107 億円（同 107 億円）と壊滅状態に
なると見込まれる。長野県の主力である園芸作物
については、リンゴ 110 億円の減（同 259 億円）、
ブドウ 35 億円の減（同 109 億円）、レタス 52 億


























JA 合併の転機は5）、「全国の JA を 1000JA に
しようという構想」を打ち出した 1988 年の第 18
回全国農協大会で「21 世紀を展望する農協の基
本戦略」という決議からである。そして、1991
年 11 月の第 19 回全国農協大会での「農協・21
世紀への挑戦と改革」を満場一致で承認し、JA








この結果、全中の発表によると、2015 年 4 月 1


















年、第 47 回 JA 長野県大会において決議された
「16JA 構想」注14 に基づき、県内各地で合併が進展




ンドを基幹 JA と位置付けて 1JA 化を目指して
いた。同地区においては、1987 年 10 月より研究
が進み、1992 年 9 月には、松本平、波田町、山
形村の 3JA が合併し、「松本ハイランド農業協
同組合」が発足し、2000 年 9 月には川手、四賀、
筑北の 3JA との合併が実現し、1 市 2 町 7 村を管
内とする広域 JA として再スタートを切った。
その後、JA 信濃朝日、JA 松本市が JA 松本ハ
イランドへ合併研究の申し入れを行ったことを







また、2006 年 5 月の JASTEM注16 への移行を
踏まえた合併凍結期間を目前にしていたこともあ






このような中で、JA 松本ハイランドと JA 信
濃朝日は、2JA での合併継続研究を決定し、2003
年 12 月 26 日、2JA による合併研究委員会へと組
織改編が行われ、合併研究を進めることになった。





JA に引き継ぐことができるかが、今回の JA 合
併研究の最も重要な課題であった。




ついても正式に決定され、同年 4 月 21 日に合併


































































































































































































































注6  TPP は，2001 年 1 月に発効したニュージーラ








注7  2005 年 6 月，韓国の済州で開催された APEC
閣僚会議で P4 協定の妥結を宣言し，ニュージ
ーランドとシンガポール間には 2006 年 5 月 28
日から，ブルネイは 7 月 12 日に，そしてチリ
は 11 月 8 日から協定が発効された．
注8  2009 年 11 月 14 日，オバマ米大統領は日本訪
問の際，サントリーホールでの演説をつうじて，
















注12  ICSID は国際的な投資紛争解決のための主
要な機関で，多国間の国際条約である「国
家と他の国家の国民との間の投資紛争の解
決 に 関 す る 条 約（ICSID 条 約 ）」 に 基 づ い
て 設 立 さ れ た．ICSID 条 約 は 1966 年 10 
月 14 日に発効し，2013 年 6 月 30 日現在
で 158 ヵ国が署名し，149 ヵが批准している
（ICSID，国際投資紛争解決センター（ICSID）






















注15  16JA 構想のうち 15JA が実現しているともいえ
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